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退職者医療制度をご存じです退職者医療制度をご存じですかか

国民健康保険の
被保険者証は 
２種類です

公
的
年
金
な
ど
か
ら

市
民
税
・
都
民
税
を

引
き
落
と
し
ま
す（
特
別
徴
収
）

建
築
制
限
条
例
の

　
　
　

一
部
を
改
正
し
ま
す

国
民
年
金
保
険
料
が 

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

で
納
付
で
き
ま
す

　

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
で
の
納

付
と
は
、
国
民
年
金
保
険
料
を

定
期
的
に
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

会
社
が
立
て
替
え
払
い
し
、
ク

レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
会
社
か
ら
カ

ー
ド
会
員
の
方
に
請
求
す
る
方

法
で
す
。
た
だ
し
、
過
去
の
未

払
い
分
の
保
険
料
に
つ
い
て
は

利
用
で
き
ま
せ
ん
。

　

保
険
料
の
納
付
方
法
は
、「
毎

月
納
付
」
や
「
６
カ
月
前
納
」、

「
１
年
前
納
」
が
あ
り
ま
す
。

納
付
で
き
る
保
険
料
は
、「
定
額

保
険
料
」
や
「
付
加
保
険
料
込

み
の
定
額
保
険
料
」
と
な
り
ま

す
（
保
険
料
の
一
部
を
免
除
さ

れ
て
い
る
場
合
は
、
利
用
で
き

ま
せ
ん
）。
な
お
、カ
ー
ド
会
社

へ
の
支
払
い
回
数
は
、
１
回
払

い
の
み
と
な
り
ま
す
。　

ク
レ

ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
で
の
納
付
を
希

望
す
る
場
合
は
、「
国
民
年
金
保

険
料
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
納
付

申
出
書
」
の
提
出
が
必
要
と
な

り
ま
す
の
で
、
武
蔵
野
年
金
事

務
所
へ
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
同
事
務
所
緯
０
４

２
２
・　

・
１
４
１
１
へ
。

５６

１
年
目
の
方
お
よ
び 

昨
年
途
中
で
普
通
徴
収

（
納
付
書
ま
た
は
口
座 

振
替
）
に
な
っ
た
方

　

①
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
対
象
と
な
る
方
＝　

年
中
に
公

２１

的
年
金
な
ど
の
支
払
い
を
受
け
た

方
で
、　

年
４
月
１
日
に
お
い
て

２２

老
齢
基
礎
年
金
な
ど
の
支
払
い
を

受
け
て
い
る　

歳
以
上
の
方
。
た

６５

だ
し
、
次
の
方
は
引
き
落
と
し
の

対
象
者
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

▼　

年
１
月
１
日

２２

以
降
、
当
市
に
住
所

を
有
し
な
い
方
（
転

出
、
死
亡
者
な
ど
）

▼　

年
４
月
１
日
に

２２
お
い
て
、
老
齢
基
礎
年
金
な
ど
の

支
払
い
受
取
額
が
年
間　

万
円
未

１８

満
の
方
▼
介
護
保
険
料
が
引
き
落

と
し
（
特
別
徴
収
）
さ
れ
な
い
方

▼
前
年
が
給
与
所
得
者
で
４
月
１

日
か
ら
公
的
年
金
な
ど
の
受
給
者

に
な
っ
た
方
▼
障
害
年
金
や
遺
族

年
金
の
み
の
受
給
者
の
方
（
課
税

対
象
に
な
ら
な
い
た
め
）

　

②
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
開
始
時
期
＝　

年　

月
支
払
い

２２

１０

分
か
ら

　

③
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
対
象
と
な
る
公
的
年
金
な
ど
＝

老
齢
基
礎
年
金
、
老
齢
厚
生
年
金
、

退
職
共
済
年
金
な
ど

　

④
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
対
象
と
な
る
市
民
税
・
都
民
税

＝
公
的
年
金
な
ど
の
年
金
所
得
に

係
る
市
民
税
・
都
民
税
の
み
と
な

り
ま
す
。
年
金
所
得
の
ほ
か
に
給

与
所
得
や
不
動
産
所
得
な
ど
、
ほ

か
の
所
得
が
あ
る
場
合
、
こ
れ
ら

の
所
得
に
係
る
市
民
税
・
都
民
税

は
従
来
通
り
、
給
与
で
の
特
別
徴

収
ま
た
は
普
通
徴
収
（
納
付
書
ま

た
は
口
座
振
替
）
に
よ
る
納
付
と

な
り
ま
す

　

⑤
徴
収
方
法
＝
６
月
・
８
月
は

普
通
徴
収
（
納
付
書
ま
た
は
口
座

振
替
）、　

月
・　

月
・
２
月
は
公

１０

１２

的
年
金
な
ど
か
ら
の
引
き
落
と
し

（
特
別
徴
収
）
に
な
り
ま
す
（
左

表
参
照
）

２

年

目

の

方

　
「
引
き
落
と
し
の
対
象
と
な
る

方
」
や
「
引
き
落
と
し
の
対
象
と

な
る
公
的
年
金
な
ど
」「
引
き
落
と

し
の
対
象
と
な
る
市
民
税
・
都
民

税
」
に
つ
い
て
は
、
１
年
目
の
方

と
同
様
に
な
り
ま
す
。

　

①
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
開
始
時
期
＝　

年
４
月
支
払
い

２２

分
か
ら

　

②
徴
収
方
法
＝　

年
度
が
公
的

２１

年
金
な
ど
か
ら
の
引
き
落
と
し
で
、

　

年
度
も
引
き
続
き
引
き
落
と
し

２２

　

歳
未
満
の
公
的
年
金
等

６５受
給
者
に
対
す
る 

制
度
が
改
正
さ
れ
ま
し
た

　
　

年
度
に
お
い
て　

歳
未
満
で

２１

６５

公
的
年
金
な
ど
を
受
給
し
て
い
る

の
場
合
は
、　

年
４
月
支
払
い
分

２２

の
公
的
年
金
な
ど
か
ら
の
引
き
落

と
し
（
仮
徴
収
）
と
な
り
ま
す

１
年
目
の
方
、
２
年
目 

の
方
の
共
通
事
項

◎
仮
徴
収
・
特
別
徴
収
と
は

　

市
民
税
・
都
民
税
は
、
市
民
税
・

都
民
税
納
税
通
知
書
で
決
定
し
、

７
月
に
年
金
保
険
者
（
日
本
年
金

機
構
な
ど
）
へ
市
民
税
・
都
民
税

の
公
的
年
金
な
ど
か
ら
の
引
き
落

と
し
（
特
別
徴
収
）
を
依
頼
し
ま

す
。
こ
の
た
め
、仮
徴
収
の
４
月
・

６
月
・
８
月
分
は
、
前
年
度
の
２

月
に
公
的
年
金
な
ど
か
ら
引
き
落

と
さ
れ
た
（
特
別
徴
収
）
金
額
と

同
額
を
公
的
年
金
な
ど
か
ら
引
き

落
と
し
（
特
別
徴
収
）、　

月
・　
１０

１２

月
・
２
月
分
で
そ
の
年
度
の
市
民

税
・
都
民
税
額
か
ら
仮
徴
収
分
を

差
し
引
い
た
金
額
を
公
的
年
金
な

ど
か
ら
引
き
落
と
し（
特
別
徴
収
）

ま
す
。

◎
引
き
落
と
し（
特
別
徴
収
）が

中
止
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

　

引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）
開

始
後
、
東
久
留
米
市
外
へ
の
転
出
、

税
額
の
変
更
、
公
的
年
金
な
ど
の

支
給
停
止
な
ど
が
発
生
し
た
場
合

は
引
き
落
と
し
が
中
止
と
な
り
、

普
通
徴
収
（
納
付
書
ま
た
は
口
座

振
替
）
に
よ
り
納
め
て
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

方
は
、
公
的
年
金
な
ど
に
係
る
市

民
税
・
都
民
税
の
納
付
に
つ
い
て

普
通
徴
収（
納
付
書
や
口
座
振
替
）

で
納
め
て
い
た
だ
き
ま
し
た
が
、

　

年
度
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
公

２２的
年
金
な
ど
の
所
得
と
給
与
所
得

が
あ
り
、
給
与
所
得
の
市
民
税
・

都
民
税
に
つ
い
て
給
与
か
ら
引
き

落
と
さ
れ
て
い
る
（
特
別
徴
収
）

方
は
、
公
的
年
金
な
ど
の
所
得
と

合
わ
せ
て
給
与
か
ら
引
き
落
と
し

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
改
正
に
伴
い
、
変
更
を
希

望
す
る
方
は
、
勤
務
先
の
会
社
の

担
当
者
に
申
し
込
み
を
行
っ
て
く

だ
さ
い
。
会
社
か
ら
の
特
別
徴
収

へ
の
切
り
替
え
申
請
に
基
づ
き
、

課
税
課
で
処
理
を
行
い
ま
す
。
な

お
、
給
与
所
得
に
係
る
市
民
税
・

都
民
税
の
納
付
方
法
が
普
通
徴
収

と
な
っ
て
い
る
方
の
取
り
扱
い
の

変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

詳
し
く
は
同
課
市
民
税
係
（
内

線
２
３
３
３
～
２
３
３
７
）
へ
。

　

今
年
６
月　

日
に
小
金
井
久
留

２１

米
線
沿
道
中
央
町
地
区
地
区
計
画

が
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
東

久
留
米
市
地
区
計
画
の
区
域
内
に

お
け
る
建
築
物
の
制
限
に
関
す
る

条
例
を
一
部
改
正
し
、　

月
１
日

１１

（
月
）
か
ら
施
行
し
ま
す
。

　

改
正
の
内
容
は
、
同
地
区
計
画

の
「
建
築
物
等
に
関
す
る
事
項
」

で
定
め
ら
れ
た
事
項
の
う
ち
、
建

築
物
の
壁
面
位
置
や
高
さ
の
最
高

限
度
な
ど
、
特
に
重
要
な
事
項
を

条
例
と
し
て
追
加
し
ま
し
た
。

　

条
例
で
定
め
た
事
項
は
、
建
築

物
な
ど
の
新
築
・
増
改
築
な
ど
を

行
う
と
き
に
必
要
な
建
築
確
認
申

請
の
審
査
対
象
に
な
り
ま
す
。
ま

た
、
違
反
し
た
場
合
は
、
建
築
基

準
法
に
基
づ
く
違
反
是
正
の
対
象

に
な
る
ほ
か
、
条
例
に
定
め
る
罰

則
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

条
例
お
よ
び
地
区
計
画
の
内
容

は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
都
市
計
画
課
土
地
利

用
計
画
担
当
緯
４
７
０
・
７
７
６

８
へ
。

　（１）カバードワラントに対する課税方式の見直し
　先物取引に係る雑所得などの課税の特例の対象に、金
融商品取引所で取引されるカバードワラントを譲渡した
場合における譲渡所得および当該カバードワラントに係
る差金等決済をした場合における雑所得などが加わりま
す。上場カバードワラントは総合課税方式から申告分離
課税方式に変更となり、税率は市民税３％・都民税２％
になります。
　【語句説明】カバードワラントとは、金融機関などが既
に発行している株を売買する権利（あらかじめ決められ
た期日に、決められた株価で取引する権利の取引）を証
券化したものです
　（２）個人住民税に係る確定拠出年金に関する改正
　企業型確定拠出年金に導入される個人拠出の掛け金は、
その全額が小規模企業共済等掛金控除の対象になります。
　【語句説明】確定拠出年金とは企業年金の一つで、給付
があらかじめ確定している確定給付年金と違い、確定額
の掛け金が個人ごとに区分され、掛け金とその運用収益
をもとに給付額が決まります。公的年金である国民年金
と厚生年金に上乗せして支給されます。
　詳しくは課税課市民税係（内線２３３３～２３３７）へ。

２３年度からの個人住民税の変更２３年度からの個人住民税の変更点点

東
村
山
都
市
計
画
生
産
緑
地 

地
区
の
変
更（
東
久
留
米
市
決
定
）案

の
公
告
と
縦
覧
を
行
い
ま
す

東久留米駅

市役所

中央図書館、
生涯学習センター

神明通り

小金井街道

所沢街道
小金井久留米線沿道
中央町地区地区計画区域

地区計画区域の位置図

　
【
縦
覧
期
間
】
土
曜
・
日
曜
日
、

祝
日
を
除
く　

月　

日
（
火
）
～

１０

１２

　

日
（
火
）
の
午
前
９
時
～
午
後

２６５
時

　
【
場
所
】
都
市
計
画
課
（
市
役
所

５
階
）

　
【
意
見
書
の
提
出
】都
市
計
画
法

の
規
定
に
よ
り
、
東
久
留
米
市
の

住
民
お
よ
び
利
害
関
係
者
は
縦
覧

期
間
満
了
の
日
ま
で
に
意
見
書
を

提
出
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

　
【
意
見
書
の
提
出
先
】〒
２
０
３

―
８
５
５
５
、
市
役
所
都
市
計
画

課
土
地
利
用
計
画
担
当
あ
て
郵
送

ま
た
は
直
接
持
参
し
て
く
だ
さ
い

　

詳
し
く
は
同
課
土
地
利
用
計
画

担
当
緯
４
７
０
・
７
７
６
８
へ
。

　

退
職
者
医
療
制
度
は
、
国
民
健

康
保
険
の
中
で
も
被
用
者
保
険

（
協
会
け
ん
ぽ
、
健
康
保
険
組
合
、

共
済
組
合
な
ど
）
に
加
入
し
て
い

た
退
職
者
本
人
の
加
入
期
間
に
応

じ
、
世
代
間
の
連
帯
の
理
念
に
基

づ
き
、
被
用
者
保
険
が
共
同
で
退

職
者
本
人
の
医
療
給
付
費
を
負
担

し
よ
う
と
す
る
考
え
方
を
取
り
入

れ
た
制
度
で
す
。
ま
た
、
退
職
者

の
被
扶
養
者
に
関
し
て
も
同
様
で

す
。

　

退
職
者
医
療
制
度
の
国
民
健
康

保
険
に
加
入
し
て
い
る
方
に
対
す

る
医
療
費
は
、
自
己
負
担
分
と
国

民
健
康
保
険
税
を
除
き
、
被
用
者

保
険
か
ら
の
拠
出
金
で
賄
わ
れ
て

い
ま
す
。
拠
出
金
に
よ
り
、
間
接

的
に
国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
国

保
税
の
負
担
軽
減
が
図
ら
れ
る
こ

と
に
な
り
、
ま
た
国
民
健
康
保
険

の
適
正
な
財
政
運
営
に
つ
な
が
り

ま
す
。

　

退
職
者
医
療
制
度
の
趣
旨
を
ご

理
解
い
た
だ
き
、
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

　
【
対
象
と
な
る
方
】退
職
者
本
人

お
よ
び
被
扶
養
者
で
、
左
表
の
す

べ
て
に
あ
て
は
ま
る
方

　
【
切
り
替
え
手
続
き
に
必
要
な

も
の
】
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

証
、
年
金
証
書
（
年
金
受
給
が
確

認
で
き
る
も
の
）、
認
め
印
（
世
帯

主
本
人
が
申
請
す
る
と
き
は
省
略

で
き
ま
す
）

　

対
象
に
な
る
方
で
、
ま
だ
切
り

替
え
の
手
続
き
を
し
て
い
な
い
方

は
、
保
険
年
金
課
（
市
役
所
１
階
）

へ
必
ず
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。
切

り
替
え
手
続
き
が
済
む
と
、
今
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退職者医療制度の適用対象となる方

被扶養者退職被険者
（本人）

国保加入者国保加入者

６５歳未満の方６５歳未満の方

退職者本人と同じ世
帯で、主に退職者本
人の収入によって生
活し、年間の収入が
１３０万円（６０歳以上の
方や障害を持ってい
る方は１８０万円）未満
の配偶者（内縁関係
を含む）、または三親
等以内の親族の方

厚生年金、共済年金
などの老齢年金を受
けている方で、加入
期間が２０年以上、ま
たは４０歳以降１０年以
上ある方

表１　公的年金などからの市民税・都民税の引き落とし（特別徴収）を開始する年度の徴収
◆例えば、年金に係る税額が１万２，０００円の場合

特別徴収（年金からの引き落とし）普通徴収（納付書または口座振替）徴収の方法

２月１２月１０月８月６月年金支給月

年税額の６分の１年税額の４分の１
納付額

２,０００円２,０００円２,０００円３,０００円３,０００円

表２　公的年金などからの市民税・都民税引き落とし（特別徴収）２年目以降の徴収
◆例えば年金に係る税額が１万３,０００円の場合

特別徴収（本徴収）特別徴収（仮徴収）徴収の方法

２月１２月１０月８月６月４月年金支給月

年税額から仮徴収分を引いた額２月に徴収した額と同額
納付額

２,３００円２,３００円２,４００円２,０００円２,０００円２,０００円

※公的年金などからの市民税・都民税の引き落とし（特別徴収）を開始する年度と、引き落とし（特
別徴収）が継続する年度では、徴収方法が異なります。


